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射水市大門総合会館及び正力・小林記念館指定管理者募集要項 
 

Ⅰ　施設の概要 
(1) 名称 

射水市大門総合会館、射水市正力・小林記念館 
 

(2) 所在地 
射水市大門 67 番地 

 
(3) 設置目的・管理運営方針等 

大門総合会館及び正力・小林記念館（以下、「会館」という。）は、市民の福祉及び芸術

文化の振興を図ることを目的としています。管理運営方針は、大門総合会館及び正力・小

林記念館指定管理者業務仕様書（以下、「業務仕様書」という。）に記載のとおりです。 
 

(4) 施設の概要 

※　開館時間及び休館日は、指定管理者が必要と認めるときは市長の承認を得て変更する

　ことができる。 
 
(5) 備品の内容 

　　　　業務仕様書別表１のとおり。 
 

 名 称 射水市大門総合会館、射水市正力・小林記念館
 建物の構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

地下 1階地上 6階建て
 建 築 年 昭和 62 年
 敷 地 面 積 4,031.86 ㎡（その他、友遊広場、駐車場あり）
 建 物 面 積 6,144.10 ㎡（１階部分 1,500.67 ㎡、2階部分 1,437.12 ㎡、 

3 階部分 1,085.79 ㎡、4階部分 584.01 ㎡、5階部分 584.01 ㎡、 
6 階部分 597.12 ㎡、地下 1階部分 297.98 ㎡、屋階 57.40 ㎡）

 施 設 概 要 1階 　 正力・小林記念館、事務室、喫茶室、会議室 2室 
2 階　　大ホール（342 席）、展示室 
3 階　　正力図書館、視聴覚室、軽運動室、いこいの間 
4 階　　会議室 6室、屋外ゲートボール場 
5 階　　茶道室、和室、料理実習室、会議室 2室 
6 階　　こぶしホール 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他 
※　3階正力図書館及び書庫は本指定管理の範囲から除く。

 入居団体等 （区分所有）　　　　　　北陸銀行大門支店　　会館 1階及び 2階 
（行政財産使用許可）　　NPO 法人はぁとぴあ 21　　会館 1階及び 2階 
　　　　　　　　　　　　喫茶 Poteto　　会館１階 

 　　　　他 
※　業務仕様書資料 3「大門総合会館入居団体等一覧」のとおり。

 開 館 時 間 大門総合会館　　　午前 9時から午後 10 時まで 
正力・小林記念館　午前 10 時から午後 4時まで

 休 館 日 大門総合会館　　　毎月第 3月曜日及び年末年始（12 月 29 日から翌年の 1

月 3日まで） 
正力・小林記念館　毎週月曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律

第 178 号）に規定する休日の翌日及び年末年始（12 月

29 日から翌年 1月 3日まで）
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(6) 利用状況等 

過去の利用者数、利用料金等収入 

　　　　　※利用料金等収入には、会館入居団体等の負担金及び光熱水費の徴収金を含みます。 
 

Ⅱ　募集に関する事項 
１　募集の趣旨 

　会館の適正な管理運営を図るため、当該施設の管理に指定管理者制度を導入するものであ

り、「射水市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 18 年射水市条例第

3号）」（以下「条例」という。）に基づいて、指定管理者候補者の選定のための公募を行いま

す。 
 
２　条件等 

(1) 申請資格（指定管理者に求める資格・要件） 
申請することができるのは、次の要件を満たす法人その他の団体（以下、「法人等」とい

う。）とします。 
①　指定期間中、安定的に管理運営することが可能なノウハウや実施体制、経営基盤が確保

されている法人等であること（法人格の有無は問いませんが、個人による申請はできませ

ん。）。 
②　申請する法人等及びその役員（株式会社にあっては取締役、公益法人にあっては理事、

その他の法人等にあってはこれらに相当する職であるもの。以下同じ。）が、次のア～カの

いずれにも該当しないこと。 
ア　破産者で復権を得ない者又は会社更生法若しくは民事再生法に基づく更生若しくは

再生手続中の者 
イ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団又は

同条第 6号に規定する暴力団員 
　　　　ウ　市税等を滞納している者 
　　　　エ　地方自治法施行令第 167 条の 4第 2項各号のいずれかに該当すると認められる者 

オ　本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は公正

な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために談合した者で、その事実があっ

た後 2年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他の使用人として使用する

者 
カ　地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定により、指定管理者の指定を取り消され、そ

の取消しの日から起算して 2年を経過しない者 
③　申請する法人等の役員が次に掲げるア、イのいずれにも該当しないこと。 

ア　民法第 20 条第 1項に規定する制限行為能力者（成年被後見人、被保佐人、被補助人

又は未成年者） 
　　　　イ　禁錮以上の刑に処せられている者（執行猶予中の者を含む。） 

④　別紙「公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について」の排除措置の該当事

項に該当しないこと。 
※　複数の法人等で構成する共同体（以下「共同体」という。）で申請する場合、すべての構

成員が上記の全要件を満たす必要があります。 
※　指定管理者として指定された場合、申請の時点から指定管理期間の満了時まで継続して

上記の要件を満たしている必要があります。 
 
 

 年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度
 利用者数（人） 40,909 40,870 47,045
 利用料金等収入（円） 20,068,600 19,678,812 21,141,423
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(2) 指定管理者が行う業務の範囲・内容（詳細は別添業務仕様書参照） 
①　施設の運営に関する業務（使用の許可、利用料金徴収等） 
②　施設及び設備の維持管理に関する業務 
③　備品等の管理業務 
④　事業の企画、実施、運営に関する業務 
⑤　前 4号に掲げるもののほか、施設の管理に関し市が必要と認める業務 

指定管理者の業務については、当該募集要項に示す内容及び申請者から提案のあった内

容に基づき市と指定管理者と協議の上、決定し協定を締結することとします。 
 

(3) 管理の基準 
①　休館日 
　ア　大門総合会館 

毎月第 3月曜日及び年末年始（12 月 29 日から翌年の 1月 3日まで） 
　　　　イ　正力・小林記念館 

毎週月曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日の

翌日及び年末年始（12 月 29 日から翌年の 1月 3日まで） 
②　開館時間 

　　　　ア　大門総合会館　　　午前 9時から午後 10 時まで 
イ　正力・小林記念館　午前 10 時から午後 4時まで 

③　管理の基準に関する提案について 
上記①、②で定める管理の基準を上回る基準（開館時間の延長等）で、公の施設を管理

することを希望する場合は、その内容を提案してください。この場合、提出いただく資料

（事業計画書等）は提案いただいた管理の基準で管理することを前提に作成してください。

ただし、この場合においても指定管理料の上限は(5)で定める額の範囲内とします。 
④　関係法令等の順守 

　管理運営にあたっては、業務仕様書に記載の関係法令及び条例等を順守し、適正な管理

を行う必要があります。 
⑤　適切な個人情報の取扱い 

指定管理者は、指定管理業務を通じて取得した個人情報について、その取扱いに十分留

意し、保護を図るために、射水市個人情報保護法施行条例（令和 5年射水市条例第 1号）

に基づき、必要な措置を講ずる必要があります。 
　　　⑥　業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、管理に係る業務を一括して第三者へ委託し、又は請け負わせることはで

きません。ただし、業務の一部については、事前協議書を市に提出し、市の承認が得られれ

ば、委託することができます。 
なお、施設の使用許可及び利用料金に関する業務については、第三者へ委託することは

できません。 
　　　⑦　守秘義務 
　　　　　指定管理者は指定管理業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏らした

り、自己の利益のために使用することはできません。指定期間が終了した後も同様としま

す。 
　　　⑧　情報公開 

　指定管理者は、指定管理業務を通じて作成、取得した情報について、開示や提供の申出

があった場合のために、射水市情報公開条例（平成 17 年射水市条例第 20 号）に基づき、

必要な措置を講じるよう努める必要があります。 
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(4) 指定期間 

令和 9 年 4月 1日から令和 12 年 3 月 31 日まで（3年間） 
※　指定期間途中で、市の政策等により施設が廃止となる場合について、施設の廃止日を

もって指定期間は満了することとします。 
その場合、市には違約金等の支払い義務は発生しないものとします。 
 

(5) 管理に係る経費 
①　指定管理料の上限額　 

ア　申請に当たっては、上記の上限額の範囲内で年度ごとに指定管理料を提案してくださ

い。 
イ　上記の指定管理料の上限額には、施設に係る修繕費は含みません。 
ウ　上記の指定管理料の上限限は、管理に係る経費の総額から、利用料金等収入見込額を

控除した額となっています。 
※　指定期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、指定管理料の上限

額及び年度協定で定める額について、市と指定管理者との協議の上、所要の変更を行

うものとします。 
 

（参考）管理に係る経費　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 
（参考）過去３年間の管理に係る経費（修繕費を除く）　　　　　（単位：円） 

 
　　　②　指定管理料の支払方法 
        　年間の指定管理料は、原則として 4回に分けて支払います。 
　　　　　なお、支払時期や方法については、別途締結する年度協定書で定めます。 
　　　　　また、社会経済情勢の変化等に伴い、指定管理者から支払月の変更の申出があった場合

は、協議の上、支払月を変更することができるものとします。 

※　指定管理者の自主的な経営努力を促す観点から、指定管理料に余剰金が生じても、

原則として精算は行いません。ただし、事業に関する業務のうち未実施又は各種事業

計画書との乖離があった場合は、指定管理料の一部返還を求めることがあります。 
また、経費が大きく増減することが見込まれる場合は、あらかじめ市と指定管理者

の協議の上、精算を行うことができるものとします。 
 

　　　③　修繕費について 
ア　修繕費は、年額 1,824 千円（税込）です。 
イ　指定管理者が管理する公の施設に係る修繕のうち、１件 50 万円未満の修繕について

は、原則として指定管理者が行うこととします。 
　　なお、1件 50 万円以上の修繕については、市で行うこととします。 

 年額 合計
 

指定管理料の上限額 47,720 千円 143,160 千円

 年額
 管理に係る経費（ａ） 68,149 千円　
 利用料金等収入見込額（ｂ） 20,429 千円　
 指定管理料の上限額（ａ-ｂ） 47,720 千円　

 年　度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度
 管理に係る経費 56,093,752 円 56,305,319 円 57,532,553 円

 （例）回数 第 1回（4月） 第 2回（7月） 第 3回（10 月） 第 4回（1月）

 支出額 指定管理料の 30％ 20％ 30％ 20％
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ウ　年間の修繕費は、次のとおり 2回に分けて支払います。 

※　修繕費については、年度終了後精算し、不用額が生じた時は、市の指定する方法で

返還するものとします。 
※　指定期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、修繕費の上限額

及び年度協定で定める額について、市と指定管理者の協議の上、所要の変更を行う

ものとします。 
 

（参考）過去 3年間の修繕の件数（1件 50 万円未満） 

 
④　留意事項 

指定期間における指定管理料の上限額は、災害等不測の事態の発生など、特段の事情が

ある場合を除き、原則として、増額しません。 
 

（備品購入について） 
公の施設の備品（射水市物品管理規則第 3 条第 1 項第 1 号に規定する備品）について

は、市で購入することとします。 
なお、指定管理者が公の施設の管理に当たって、自らの経費で調達した備品を設置しよ

うとする場合は、事前協議書を市に提出し、市の承認を得る必要があります。 
また、指定期間の満了時等においては、条例第 9条の規定に基づいて原状に回復する必

要があります。ただし、原状回復義務について市の承認を得た時は、この限りではありま

せん。 
指定管理者は、射水市に帰属する備品について、処分等を行う必要がある場合は、市と

事前に協議することとし、当該物品の異動があったときは、その都度、市に報告するもの

とします。 
 

（経理について） 
　　指定管理者は、指定管理業務に係る資金の収支については、独立した口座により管理す

る等他の会計とは区分して経理することとします。 
 

(6) 利用料金制について 
会館の指定管理については、地方自治法第 244 条の 2第 8項の規定に基づく利用料金制を

採用します。 
利用料金は、射水市大門総合会館条例第 18 条の規定により、同条例の別表で定める金額

の範囲内において指定管理者が市長の承認を受けて定め、徴収した利用料金については、指

定管理者の収入となります。また、利用料金以外の収入や自主事業等による収入についても、

指定管理者の収入となります。 
令和 9年度から令和 11 年度までの利用料金等収入見込額は年額 20,429 千円（税込）とし

ます。 
 
 

 月 4月 10 月

 支出額 修繕費の 50％ 50％

 年　　度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度
 件　　数 9件　 14 件　 14 件　
 支出額(税抜) 1,659,020 円　 1,656,490 円　 1,657,750 円　
 

主な修繕内容

冷温水冷却水水漏

修繕、雑用水加圧

ポンプ操作盤修繕

北側出入口軒天井

修繕、消防用設備

修繕

外灯 LED 化改修工

事、非常用発電機

冷却水槽修繕
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この利用料金等収入には、施設の一部を区分所有する北陸銀行大門支店から徴収する管理

負担金や、行政財産使用許可で入居する団体等から徴収する光熱水費等が含まれており、この

金額を年額 10,430 千円（税込）と見込んでいます。 
なお、各入居団体等への請求事務は指定管理者が行うものとし、各団体から徴収する経費は、

業務仕様書資料 3「大門総合会館入居団体等一覧」に記載のとおりです。 
 

(7) 指定管理者と市とのリスク分担 
市と指定管理者とのリスク分担は、原則として次表に定めるとおりとします。 
なお、次表に記載のない事項については、市と指定管理者で協議することとします。 
 
≪施設の管理運営に係る市と指定管理者とのリスク分担について≫ 

    ※１　指定管理者が、施設内で自主事業を実施する場合等、市が加入している「市民総合

賠償保険」の対象とならない事項については、必要に応じて、指定管理者自身で適切

な保険に加入してください。 
※２　施設運営に重大な影響を与えるような物価変動があった場合は、市と指定管理者で

協議して決定するものとします。 
※３　利用者の減少が、新たな感染症の流行等、不可抗力による場合は、指定管理者と市

で協議して決定するものとします。 
　　　　※４　指定管理者が故意又は過失により利用者に損害を与えた場合において、市がその損

害を賠償したときは、国家賠償法の規定により、指定管理者に対して求償権を行使す

ることがあります。 
 

(8) 定期報告書（月報）の提出 
指定管理者は、毎月終了後、市へ定期報告書及び添付資料として必要な書類を提出する必

要があります。 
①　報告書の記載内容及び添付書類 
ア　施設の管理状況に関する事項 
イ　施設利用者数や利用料金収入額等施設の利用状況に関する事項 
ウ　自主事業の実施状況や管理に係る収支状況等その他必要な事項 

 項　　目 指定管理者 市

 施設の通常の維持管理・運営 ○

 施設内の設備・備品の維持管理 ○

 施設、備品の小規模な修繕（1件 50 万円未満） ○

 施設、備品の大規模な修繕（1件 50 万円以上） ○

 指定管理者が自ら調達した備品の修繕等 ○

 施設に係る火災保険への加入 ○

 施設に係る損害賠償保険への加入　※１ ○ ○

 物価変動に伴う経費の増加　※２ ○

 不可抗力に伴う経費の増加 ○

 利用者の減少に伴う収入の減少（利用料金制導入施設）　※３ ○

 
利用者等へ

の損害賠償

指定管理者に帰責事由があるもの　※４ ○

 市に帰責事由があるもの ○

 個人情報の漏洩（指定管理者の故意又は過失によるもの） ○

 自主事業運営に関するもの ○
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②　提出期限 

毎月 10 日まで 
③　提出方法等 

市民活躍・文化課へ 1部提出 
 
(9) 事業報告書（事業年度報告書）の提出 

指定管理者は、条例第 7条の規定に基づいて、毎事業年度終了後、事業報告書及び添付資

料として必要な書類を提出する必要があります。 
①　報告書の記載内容 

ア　会館の管理業務の実施状況に関する事項 
イ　会館の利用の状況に関する事項 
ウ　会館の利用料金等収入等の実績に関する事項 
エ　その他、会館の管理業務に係る経費の状況に関する事項 
オ　利用者アンケートに関する事項 

②　提出期限 
毎年度終了後、1か月以内 

③　提出方法等 
市民活躍・文化課へ 1部提出 

 
(10) 市の調査・評価等に対する協力 

市では、指定管理者制度導入施設に係るモニタリングを実施しています。 
指定管理者は、利用者アンケートを実施し、その結果を事業報告書に記載していただきま

す。 
市は、毎年度終了後に指定管理者から事業報告書の提出を受けた後、施設の管理運営状況

について業務状況評価を実施し、その結果を公表します。 
また、年に 1回以上実地調査を行うほか、必要に応じて当該管理の業務又は経理の状況に

関し報告を求め、必要な調査や指示をする場合があります。 
指定管理者はこれらの必要な調査等に協力するものとします。 

 
(11) 監査委員による監査 

市の監査委員が必要であると認めるときは、指定管理者による会館の管理に係る出納関連

の事務について、監査する場合があります。 
 

(12) 施設管理の継続が適当でない場合における措置 
①　指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

上記（10）の市による指示に従わない場合、指定管理者が指示された当該期間内に改善

することができなかった場合、又は当該指定管理者による施設管理の継続が適当でないと

認められる場合は、市は地方自治法第 244 条の 2第 11 項の規定により、指定管理者の指

定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずることができま

す。 
②　指定が取り消された場合等の損害賠償 

前記①により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停止された場

合、指定管理者は、指定取消し等によって生じた損害について、市に賠償するものとしま

す。 
③　不可抗力等による場合 

不可抗力その他指定管理者及び市の責めに帰すことができない事由により、事業継続が

困難となった場合は、施設管理の可否について両者協議の上、市は、指定管理者の指定を

取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命ずることができるものとします。 
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(13) 保険の加入 

指定管理者は、自らが負うリスクに対し、必要な保険に適切な範囲で加入するものとし

ます。 
なお、保険に加入した場合は、保険契約及び保険証書の写しを当該保険の契約締結後、速

やかに提出してください。保険契約を更新又は変更した場合も同様とします。 
 
①　火災保険 

　　　　　市は、会館について建物総合損害保険に加入し、保険料を支払います。ただし、指定管

理者の責めに帰すべき理由により市が損害を受けたときは、その賠償について請求するも

のとします。 
　　　②　賠償責任保険 
　　　　　市が加入している「全国市長会市民総合賠償補償保険」の平成 23 年度制度改正により、

すべての指定管理者を当該保険の被保険者としてみなすことができるようになりました

が、指定管理者の自主事業による活動は対象外となります。そのため、指定管理者独自で

保険に加入するなど、指定管理者による損害賠償の履行を確保する必要があります。その

他、指定管理期間中に必要な保険については、適宜指定管理者自身で加入してください。 
 
　　　　　　　　　全国市長会市民総合賠償補償保険の補償内容 

 
(14) 指定管理者による自主事業等の提案 

①　指定管理者は、施設の管理運営業務以外に、自らの経費で自主事業を実施することが

できます。ただし、実施できる事業は、「自主事業に関する提案書（様式第 5 号）」を市

へ提出し、市の承認を得たものに限ります。 
　 　なお、自主事業を実施する場合には、次の点に留意してください。 

ア　自主事業の内容が大門総合会館の設置目的に沿ったものであること、又は施設を有

効に活用し、その魅力や利用者サービスの向上により施設の利用促進に効果をもたら

すものであること。 
イ　事業の実施に当たって、他の利用者の支障とならないこと。 
ウ　市が支出する指定管理料を自主事業に要する経費に充当することはできないこと。 
エ　参加者に参加料を求める場合は、その額が適正なものであること。 
オ　自主事業を行う場合においても、施設の利用料金は利用料金収入として計上し、そ

れ以外の収入は自主事業収入として指定管理者の収入とすること。 
カ　自主事業の経理は、指定管理業務と区分して経理すること。 

②　自動販売機の設置 
指定管理者は、自主事業として、施設内に自動販売機等を設置することができます。

「自主事業に関する提案書」に設置台数、設置場所、収支見込等を明記し、提案してくだ

さい。 
 
 (15) 施設の優先使用 

①　本市における公の施設は、災害発生時において、避難場所、物資集配拠点等として重

要な役割を担うことが想定されています。災害時に市が緊急に避難場所として大門総合

会館及び正力・小林記念館を使用する必要があると認めるときは、指定管理者は市の指

示に基づき、優先して避難者を受け入れてください。 
②　会館は国政及び地方選挙実施時における投票の会場として予定されていることから、

選挙時の対応について、射水市選挙管理委員会と協議を行ってください。 
③　4階及び 5階の会議室等については、地域振興会利用に配慮すること。 

 
身体賠償

1名につき        　 1 億円 
1 事故につき    　　10億円

 財物賠償 1事故につき 　　2,000 万円
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３　応募・選定手続 

(1) 募集 
①　募集要項の配布期間 
　　令和 8年 8月 31 日から 10 月 2日まで 
②　配布場所 

〒939-0294　射水市新開発 410 番地 1 
射水市市民生活部　市民活躍・文化課 芸術文化振興係 

 
(2) 申請方法 
①　提出書類 
　申請に当たっては、以下の書類を提出してください。 

なお、必要に応じて追加資料を提出いただく場合があります。 
ア　指定申請書（様式第 1号） 
イ　事業計画書（様式第 2号） 
ウ　収支計画書（様式第 3号の 1、第 3号の 2） 
エ　事業に関する提案書（指定管理業務）（様式第 4号） 
オ　事業に関する提案書（自主事業）（様式第 5号） 
カ　誓約書（様式第 6号） 
キ　代表者等の名簿（｢射水市の公の施設の管理の業務からの暴力団排除に関する合意書

の取扱要領（平成 19 年射水市告示第 10 号）｣に基づき、代表者・役員の役職、氏名、

住所、生年月日を記載した名簿を提出してください。） 

ク　法人等の概要を記載した書類 

ケ　法人等の組織図、役員名簿 

コ　定款、寄付行為その他これらに準ずるもの 

サ　法人の登記事項証明書 

シ　申請日の属する事業年度の直前 2事業年度の事業報告書並びに財産目録、貸借対照表

及び損益計算書又は収支計算書（申請日が前事業年度の終了の日の翌日から 3か月を経

過する日前であって、前事業年度の書類を作成していないときは、前事業年度の直前 2

事業年度のこれらの書類） 

※　書類を作成していない場合は、法人等の事業及び財務の状況を明らかにした書類 

ス　申請日の属する事業年度の事業の計画及び損益の状況の見込み又は収支の見込みを

明らかにする書類 

セ　納税したことを証明する書類（滞納がないことを証明する書類） 

ソ　共同体として申請する場合は、共同体の構成団体及び代表者、協定書、役割分担、業

務実施体制、責任分担が明らかとなる書類 

※　共同体の場合は、ク～セに関する書類をその全構成員について提出すること 

タ　当該施設に類する施設の管理業務の実績がある場合にはその内容がわかる書類（過去

3か年程度の主なもの） 

※　共同体の場合は、構成員の実績でも可 
②　提出部数　正副各 1部 
③　提出先及び提出方法 

以下の提出先に持参又は郵送で提出してください。郵送の場合は、郵便書留により期限

まで必着とします。電子メール、ＦＡＸでの提出は認めません。 
（提出先） 
　射水市市民生活部 市民活躍・文化課 芸術文化振興係 

　　〒939-0294　射水市新開発 410 番地 1 
 
 



                                                                   

10 

 
④　提出期間 
　　令和 8年 8月 31 日午前 9時から 10 月 2 日午後 5時まで 

※　期間中の土日祝祭日を除く、午前 9時から午後 5時までの間に提出してください。 
⑤　申請書類に係る著作権 
（指定管理者候補者選定までの著作権） 

　　申請書類に著作権の対象となるものがある場合の著作権は、申請者に帰属します。 
ただし、市は、指定管理者候補者の選定に必要な場合は、申請書類の内容を無償で使用

できるものとします。 
（指定管理者候補者の選定後の著作権） 

指定管理者候補者に選定された申請者の申請書類に著作権がある場合の著作権は、指定

管理者候補者に選定された時から市に帰属し、指定されなかった申請書類の著作権は申請

者に帰属します。 
⑥　その他留意事項 
ア　同一の公の施設に複数の申請をすることはできません。 
イ　申請書提出後は、申請書の内容の変更を認めません。 
ウ　申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。 
エ　申請に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 
オ　提出された書類は返却しません。 
カ　提出された書類は射水市情報公開条例の対象となり、同条例の規定に基づいて個人・

法人に関する情報等不開示とすべき箇所を除き、開示することがあります。 
（共同体による申請に関する事項） 

共同体も申請を行うことができます。ただし、共同体の構成員は、同一の公の施設の指

定管理者の募集に申請する他の共同体の構成員となること、又は単独で同一の公の施設の

指定管理者の募集に申請を行うことはできません。 
 

(3) 質疑応答 
①　質問・回答方法 

ア　質問は、次の質問受付期間内に電子メール（又はＦＡＸ）により、提出してください。 
イ　質問事項の他に申請団体名（共同体で申請する場合は代表者名）、申請団体の所在地、

電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス及び担当者の所属、氏名を記載してください。 
ウ　回答は、質問事項を提出された方のメールアドレス宛に送付するとともに、本市ホー

ムページに掲載します。 
②　質問受付期間 
　　令和 8年 8月 31 日から 9月 25 日　午後 5時まで 
③　質問への回答日 
　随時回答します。 

④　提出先 

　　　　　射水市市民生活部 市民活躍・文化課 芸術文化振興係 

　　　　　メールアドレス：shiminbunka@city.imizu.lg.jp　　ＦＡＸ：0766-51-6654 
 
(4) 現地説明会 
　　現地説明会は開催しません。現地確認等が必要な場合はお問い合わせください。 

 
(5) 審査方法及び審査基準 

①　審査方法 
　指定管理者候補者の選定に係る審査については、「射水市芸術文化施設指定管理者候補

者選定委員会」において行います。申請者は、選定委員会において、提出書類の内容につ

いて、プレゼンテーションを行っていただくほか、委員によるヒアリングに対応していた

だきます。審査は、10 月 23 日に非公開で行う予定です。 
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②　審査基準 

　審査に当たっては、次の審査基準に基づき採点し、その得点が最も高かった者を指定管

理者候補者として選定することとします。 
　なお、次の審査基準に基づいた得点の合計点が、満点の 6割に達していない場合は、基

準に満たなかったと判断し、選定しないこととします。 
 
≪審査基準≫ 

 
③　審査結果 

　審査結果については、審査が終了した時点において、全ての審査対象者に通知します。 
　なお、審査の結果概要については、市のホームページ等で公表することとします。 

 

 審　査　基　準 審査の視点 判　定
 １　市民の平等な利

用の確保 
（条例第 4条第 1号）

　市民の平等な利用が確保される内容になっているか。 平等利用が確保

されない場合は

選定しません
 ２　公の施設の効用

の最大限の発揮 
（条例第 4条第 2号）

【施設設置目的の達成】　 
ａ　施設の設置目的を認識し、運営方針が明確に示されているか。 
ｂ　施設の保守点検等の維持管理業務及び安全管理は適切な内容

となっているか。

50 点　

 【サービスの向上】 
ａ　利用者ニーズを把握し、質の高いサービスの提供を実現でき

る内容となっているか。
 【利用者の増加】 

ａ　利用促進・拡大の的確な手法が提案されているか。

 【施設及び地域の活性化に資する取組】 
ａ　市民が集う場所として施設の魅力向上が図られているか。 
ｂ　地域や関係機関、団体等との連携が図られ、地域の活性化に

つながる取組となっているか。
 ３　管理運営経費の

縮減 
（条例第 4条第 2号）

【管理運営に係る収支の内容と的確性】 
ａ　提示された指定管理料の範囲内において、施設の管理運営に

かかる経費が明確な積算根拠を基に適正に見込まれているか。 
ｂ　経費削減のための具体的かつ実現可能な提案がなされ、健全

な運営が確保されているか。

20 点　

 ４　公の施設の管理

を適正かつ確実に

行うための財産的

基礎及び人的構成 
（条例第 4条第 3号）

【安定した基礎能力】　 
ａ　法人等の経営状況に問題はないか。 
ｂ　指定管理業務を安定的かつ確実に行うための経理体制を有し

ているか。
 
 

30 点 
 

 【安定した人的管理能力】　 
ａ　管理を行うための人員配置、責任体制及び管理監督体制（労

働関係法令等の順守を含む）は適切か。 
ｂ　職員の指導育成及び研修体制は整備されているか。

 【適切な管理体制】 
ａ　緊急時、災害時等の危機管理体制は適切か。 
ｂ　個人情報の保護について、その重要性を認識し、対策を講じ

ているか。
 

合　　計 100 点　
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Ⅲ　指定管理者の指定及び協定の締結 
１　指定管理者の指定 

　選定した指定管理者候補者については、地方自治法第 244 条の 2第 6項の規定に基づいて市

議会の議決を経た上で、指定管理者として指定します。 
 
２　協定の締結 

指定管理者による公の施設の管理に係る細目事項については、市と指定管理者との協定を締

結することとします。 
 

(1) 基本協定 
指定期間を通じて適用する基本的な事項については、次のとおりとします。 

①　指定管理者が行う管理業務の内容 
②　指定管理者が行う管理の基準 
③　指定管理料、修繕費の額に関する事項 
④　利用料金に関する事項 
⑤　事業報告等に関する事項 
⑥　市と指定管理者のリスク分担に関する事項 
⑦　自主事業に関する事項 
⑧　経理区分に関する事項 
⑨　指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 
⑩　指定期間満了時等における原状回復義務 
⑪　指定管理者の損害賠償義務 
⑫　不可抗力発生時の対応及び避難所等としての使用に関する事項 
⑬　管理の業務に係る個人情報の保護に関する事項 
⑭　管理の業務に関する情報公開に関する事項 
⑮　事故対応マニュアル等の作成に関する事項 
⑯　指定管理者の名称等の変更の届出 
⑰　権利義務の譲渡及び一括再委託の禁止 
⑱　その他必要と認める事項 

 
(2) 年度協定 

年度ごとに取り決めるべき事項について、年度協定を締結します。 
①　当該年度の管理業務の内容に関する事項 
②　指定管理料の額及び支払方法に関する事項 
③　修繕費の額及び支払方法に関する事項 
④　その他必要と認める事項 
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Ⅳ　その他 
１　スケジュール 

　 
２　その他留意事項 

(1) 指定期間終了後、若しくは指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、円

滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を提供していただきます。 
 

(2) 指定管理者の指定に係る申請及び公の施設の管理運営に当たっては、関係法令及び関係条

例等を順守してください。 
 
(3) 適正な履行の確保を図ることができる範囲において、指定管理業務に伴う雇用に当たって

は、市内から積極的に雇用するとともに、修繕等の発注、物品又は役務の調達に当たっては、

市内事業者等の活用に努めてください。 
 
　　(4) 令和 8年度において施設条例を改正し、令和 9年度からの使用料を見直すこととしていま

す。これに伴い、令和 11 年度の年度協定は、令和 9 年度の実績に基づき指定管理料を再算

定し、必要があれば反映した金額で締結しますのでご留意ください。 
 
３　配付資料 

　　(1) 射水市大門総合会館及び正力・小林記念館指定管理業務仕様書 
　　(2) 指定申請書（様式第 1号） 
　　(3) 事業計画書（様式第 2号） 
　　(4) 収支計画書（様式第 3号の 1、様式第 3号の 2） 
　　(5) 事業に関する提案書（指定管理業務）（様式第 4号） 
　　(6) 事業に関する提案書（自主事業）（様式第 5号） 
　　(7) 誓約書（様式第 6号） 
　　(8) （参考）射水市大門総合会館条例及び同施行規則 
　　(9) （参考）射水市正力・小林記念館条例 
 
 

 【問い合わせ先】 
射水市市民生活部　市民活躍・文化課　芸術文化振興係　（事務担当：島倉、谷） 
〒939-0294　射水市新開発 410 番地 1　電話：0766-51-6622　FAX ：0766-51-6654 
メールアドレス：shiminbunka＠city.imizu.lg.jp

 8 月 31 日 募集開始
 8 月 31 日～10 月 2 日 募集要項の配布
 必要に応じて 説明会の開催
 8 月 31 日～9月 25 日 質問の受付
 随時 質問の回答
 10 月 2 日 申請書提出期限
 10 月 23 日 指定管理者候補者の選定（選定委員会）
 10 月下旬～ 指定管理者候補者との協議
 11 月上旬～ 指定管理者候補者と仮協定書の締結
 12 月議会 指定管理者指定の議決
 議会終了後 指定管理者の指定
 指定管理者の告示
 指定管理者との基本協定書（本協定書）の締結
 令和 9年 4月 1日 指定管理者による管理開始


